
 実質子会社（提出会社の議決権保有比率が25％超50％以下であり，かつ，提出会社の議決権保
有比率が最も高い（他に同率の株主がいる場合を除く。）国内の会社）の有無（注１）
 無 → 記載不要
 有 → 当該会社に関する次の事項を記載すること。
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１ 連結子会社（連結財務諸表の用語，様式及び作成方法に関する規則（昭和51年大蔵省令第28
号）第２条第４号に規定する連結子会社をいう。以下同じ。）以外の子会社であり，かつ，持分
法適用会社（同条第８号に規定する持分法が適用される非連結子会社（同条第６号に規定する
非連結子会社をいう。）及び関連会社（同条第７号に規定する関連会社をいう。）をいう。以下同
じ。）以外の子会社については，記載を省略することができる。連結子会社又は持分法適用会社
である子会社のみを記載した場合は，その旨を「４ その他参考となるべき事項」に記載する
こと。また，総資産が3000億円以下であり，かつ，次のいずれかに該当する子会社についても
記載を省略することができる。
 当該子会社の最近１年間の売上額が最も多い事業分野において，当該売上額が600億円未
満である子会社
 当該子会社が属する事業分野において，事業分野全体の最近１年間の売上額が6000億円以
下である子会社

２ 子会社の記載順は，総資産の大きい順とする。
３ 総資産は，当該子会社の最終の決算日の時点のものを，百万円未満を切り捨てて記載するこ
と。ただし，当該子会社の総資産が3000億円以下である場合には，記載を要しない。
４ 事業分野の分類は，日本標準産業分類の小分類（３桁分類）に準拠するものとする。また，
事業分野については，当該子会社の属する事業分野のうち，当該子会社の最近１年間の売上額
が最も多いもの（未営業の場合には，定款上最も重要と考えられるもの）を記載すること。た
だし，当該事業分野における当該子会社の最近１年間の売上額が600億円未満である場合又は
当該事業分野全体の最近１年間の売上額が6000億円以下である場合には，記載を要しない。ま
た，当該子会社の最近１年間の総売上額に占める当該事業分野における最近１年間の売上額の
割合が25％未満である場合には，記載を要しない。
５ 最近１年間の売上額は，記載する事業分野における売上額を，百万円未満を切り捨てて記載
すること。
６ 備考欄には，記載する事業分野において，当該子会社の全国における市場占拠率（シェア）
が10％以上である場合又は10％以上であると推定される場合にレ印を付すること。当該推定に
当たっては，政府が作成した統計の最近に公表された情報を用いることができる。

１ 連結子会社以外の実質子会社であり，かつ，持分法適用会社以外の実質子会社については，
記載を省略することができる。連結子会社又は持分法適用会社である実質子会社のみを記載し
た場合は，その旨を「４ その他参考となるべき事項」に記載すること。また，総資産が3000
億円以下であり，かつ，総売上額が600億円未満である実質子会社についても記載を省略する
ことができる。
２ 実質子会社の記載順は，総資産の大きい順とする。
３ 総資産については，の注３と同様とする。
４ 総売上額は，当該実質子会社の最終の決算日の時点のものを，百万円未満を切り捨てて記載
すること。ただし，総売上額が600億円未満である場合には，記載を要しない。なお，未営業
の場合は，その旨を記載すること。

附 則

１ こ の 規 則 は 、 平 成 二 十 七 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。

２ 改 正 前 の 様 式 は 、 当 分 の 間 、 改 正 後 の 様 式 に 代 え て 使 用 す る こ と が で き る 。

〇 国 家 公 安 委 員 会 規 則 第 八 号

警 察 法 施 行 令 （ 昭 和 二 十 九 年 政 令 第 百 五 十 一 号 ） 第 十 三 条 第 一 項 の 規 定 に 基 づ き 、 国 家 公 安 委 員 会

行 政 文 書 管 理 規 則 （ 平 成 二 十 三 年 国 家 公 安 委 員 会 規 則 第 八 号 ） の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を 次 の よ う に 定

め る 。
平 成 二 十 七 年 三 月 三 十 一 日 国 家 公 安 委 員 会 委 員 長 小 川 惠 里 子

国 家 公 安 委 員 会 行 政 文 書 管 理 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則

国 家 公 安 委 員 会 行 政 文 書 管 理 規 則 （ 平 成 二 十 三 年 国 家 公 安 委 員 会 規 則 第 八 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に

改 正 す る 。

第 二 条 に 次 の 一 項 を 加 え る 。

５ こ の 規 則 に お い て 「 秘 密 文 書 」 と は 、 特 定 秘 密 （ 特 定 秘 密 の 保 護 に 関 す る 法 律 （ 平 成 二 十 五 年 法

律 第 百 八 号 ） 第 三 条 第 一 項 に 規 定 す る 特 定 秘 密 を い う 。 ） 以 外 の 公 表 し な い こ と と さ れ て い る 情 報 が

記 録 さ れ た 行 政 文 書 の う ち 秘 密 保 全 を 要 す る 行 政 文 書 （ 特 定 秘 密 で あ る 情 報 を 記 録 す る 行 政 文 書 を

除 く 。 ） を い う 。

第 二 十 三 条 を 第 三 十 五 条 と し 、 第 二 十 二 条 を 第 三 十 四 条 と し 、 第 二 十 一 条 の 次 に 次 の 十 二 条 を 加 え

る 。
（ 秘 密 文 書 管 理 責 任 者 ）

第 二 十 二 条 公 安 委 員 会 に 、 秘 密 文 書 管 理 責 任 者 一 人 を 置 き 、 会 務 官 を も っ て 充 て る 。

２ 秘 密 文 書 管 理 責 任 者 は 、 秘 密 文 書 の 管 理 の 責 に 任 ず る 。

（ 秘 密 文 書 管 理 担 当 者 ）

第 二 十 三 条 公 安 委 員 会 に 、 秘 密 文 書 管 理 担 当 者 を 置 き 、 秘 密 文 書 管 理 責 任 者 が 指 名 す る 者 を も っ て

充 て る 。

２ 秘 密 文 書 管 理 担 当 者 は 、 秘 密 文 書 管 理 責 任 者 の 命 を 受 け 、 秘 密 文 書 管 理 責 任 者 の 管 理 す る 秘 密 文

書 に つ い て こ の 規 則 の 定 め る と こ ろ に よ る 管 理 が 確 保 さ れ る た め 必 要 な 事 務 を 行 う 。
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